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１．研究の背景および目的 

日本では少子高齢化により 2008 年から総人口が減少し

始めており、大きな課題となっている。国立社会保障・人

口問題研究所（以下「社人研」という）の平成29年の日本

の将来人口推計 1)（以下「将来人口推計」という）によれ

ば、出生中位・死亡中位推計でも今後長期にわたって人口

の減少が続き、20年後の2040年には1億1,092万人と、

2019年1月1日現在の住民基本台帳に基づく人口1億2,744

万人 2)から1,652万人、約13％減少すると予測されている。 

このような状況のなか、近年、地方創生が叫ばれ 2014

年には「まち・ひと・しごと創生法」が施行され、首相官

邸に「まち・ひと・しごと創生本部」が設置されるととも

に、都道府県および市区町村は「まち・ひと・しごと創生

総合戦略（地方版総合戦略）」の策定に努めなければならな

いこととなった。その大きな目標は各自治体の人口の減少

抑制・維持・拡大であり、自治体間での熾烈な人口獲得競

争が始まっている。 

しかし、自治体毎の人口の増減がどのような要因によっ

て起きているのか、そのメカニズムの解明は充分ではない。

各自治体は、手探りで人口増加のための政策を検討し、実

行しているため、人口増減の要因を明らかにすることが求

められている。 

これまでも自治体や地域毎の人口増減の研究は行われて

きたが、本研究では、新たな手法として全国約18万人から

回答を得た地域の居住満足度調査のデータを用いて、自治

体の人口増減との関係を明らかにすることを目的とする。 

自治体・地域の居住満足度と人口増減の関係を客観的な

分析として明らかにすることは、自治体が直面している人

口減少という課題に対して、他自治体からの転入を増やす

ための有効な基礎情報となりうるからである。 

また、他自治体からの転入による人口増加は、転入人口

の年齢や家族構成によっては、出生率の増加とそれに伴う

自然増に繋がる可能性もある。 

２．研究の位置づけ 

2.1 自治体人口増減に関する対応の現状 

全体としての人口減少は、人口置換水準を下回る出生率

（少子化）を、平均寿命の延伸による死亡者数の減少によ

ってカバー仕切れなくなったという現象である(1)。その背

景には晩婚化・非婚化の影響があるが、自治体によって状

況は大きく異なり、自治体が人口を増やそうと思えば、社

会流入に頼らざるを得ない。 

そうした状況のなかで、多くの自治体は人口ビジョンを

作成しているが 3)、社人研の将来人口推計を元に独自の楽

観的な推計を用いているケースも多い。社人研のコーホー

ト要因法に基づく将来人口推計と実人口の乖離を分析した

研究 4)では、推計よりも実人口が多い自治体も存在してい

るが、予測よりもさらに人口減少が進行している自治体の

割合が高いことが示されている。また、KPI として住みた

い街ランキング 5)の順位を用いる自治体もある 6)。 

一方で若年女性人口の減少による出生数の低下が「消滅

可能性都市」を生み出す 7)8)と危機感を煽る向きある。 

しかし、自治体の人口予測も取り組みも、明確な根拠と

実現性が担保されているとは言いがたい。 

2.2 既存研究のレビュー 

人口増減は国全体としてみれば国際人口移動よりも自然

減のほうの影響が大きいが、自治体で人口が増加するため

には、自然減を上回る社会増が必要になる(2)。 

自治体の人口増減のメカニズムを明らかにしようとして

いる研究では、小さなメッシュの流出入を都市タイプや人
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口規模別に分析したもの 9)、開発・建築行為が単位メッシ

ュの人口に与える影響を分析したもの(住宅供給が人口を

増やす)10)、将来推計人口と実人口の乖離をスーパー等の一

人当り施設数・交通密度・移住定住策や都市地域属性を用

いて分析したもの 4)などがある。 

地域の居住満足度に関する研究では、東京都と柏市在住

者9,423名へのアンケート調査から因子分析を行った研究
11)、全国を対象とした9,842 名のアンケート調査から因子

分析を行い都市生活の総合満足度を目的変数に因子を説明

変数にした重回帰分析を行ったもの 12)などがある。 

前者の研究である石川徹・浅見泰司(2012)では、1)安心

安全満足、2)ファミリータイプ居住、3)利便性満足、4)高

密・商業系(非居住系)地域、5)居住環境満足、6)教育環境

重視、7)教育環境満足、8)伝統的価値観、9)同居家族、10)

長期間居住、11)農業系地域、12)工業系地域、13)イメージ

満足という 13 個の因子を抽出している。後者の研究であ

る北見(2018)では、1)革新性、2)安全安心、3)文化活性化、

4)伝統、5)人間関係、6)自然、7)子育てという 7 つの因子

が抽出されている。 

地域の居住環境や居住満足度と人口との関係を分析した

ものでは、最寄り駅までの距離・地域の店舗数・公園の有

無等との関係を分析したもの 13)があるが、地域に対する主

観的居住満足度と自治体人口の関係を分析した研究は見当

たらない。 

本研究では、地域の商業施設数や病院数といったハード

の数を元にするのではなく、そうしたハード等を住民がど

のように感じており、それが人口増減とどのような関係に

あるかを分析している。これは施設等のハード投資に頼ら

ない適度な距離感のある地域コミュニティ形成や、交流人

口を増やすための会員組織の運営、地域の良さを戦略的に

PRする広報宣伝活動、子育て環境や教育支援等の行政サー

ビスの充実といったソフト面での街づくりが人口増加に繋

がる可能性を示すものであり、地域経営・自治体経営に意

義ある結果を提示できると考えている。 

2.3 本研究の構成 

本研究では、商業施設や公共施設・病院、交通機関とい

ったハードを数として評価するのではなく、そうしたハー

ドやコミュニティへの意識といったソフト面を含めた住民

の意識、すなわち居住満足度と人口増減がどのような関係

にあるのかを定量的に分析する。また分析対象の自治体は

全国の987自治体と範囲も広い。 

本研究の構成は、研究の位置づけを整理したうえで既往

研究のレビューを行い、分析に使用するデータの概要と分

析手法を述べる。次にアンケートデータから因子を抽出し、

人口増減を目的変数とした回帰分析の結果をもとに考察を

述べる。そして、結論および今後の課題と発展性を述べる。 

2.4 本研究の特長 

本研究の特長は以下の通りである。 

1) 自治体の人口増減を住民の地域への居住満足度という

観点から分析している新規性の高い研究である。

2) 全国の約18万人という大規模なアンケート調査であり

30名以上の回答が得られた987自治体を対象としてい

る、網羅性と信頼性が高い分析である。

3) 地域の状況を細かく把握するアンケート項目が含まれ

ているため、自治体がどのような観点で具体策を考え

ればよいか有益な情報を提示出来る可能性がある。

4) 施設等のハード情報だけではなく、住民の主観的評価

をもとにした地域評価と自治体経営を検討できる発展

性のある研究である。

３．研究の方法 

3.1 使用データ 

本研究で用いるデータは、大東建託株式会社が実施した

「街の住みここちランキング201914)」の個票データ（以下

「住みここデータ」という）および住民基本台帳による自

治体の人口データ（以下「人口データ」という）である。 

住みここちデータは、2018年10月・12月、2019年3月

の3回に分けてインターネットで行われたアンケート調査

データで、調査票回収は株式会社マクロミルが行っている。 

回答者数は184,193 名(3)で居住満足度は大変満足:2、満

足:1、どちらでもない:0、不満:-1、大変不満:-2の5段階

評価である。居住満足度以外の因子分析に用いた54個の個

別設問も大変満足:2、満足:1、どちらでもない:0、不満:-1、

大変不満:-2の5段階評価で回答を得ている。 

本研究では、居住満足度の因子分析では全回答者データ

を、人口増減との比較では30名以上の回答者数が得られた

987自治体(4)の回答者の平均値を使用する。 

主な回答者属性は表-1 の通りであり、分析対象とした

987 自治体の特別区および政令指定都市の区、市、町村毎

の回答者数の記述統計量は表-2の通りである。 

表-1 住みここちデータの回答者属性 

表-2 自治体区分毎の回答者数の記述統計量

属性 区分 構成比
性別 男性 49.6%

女性 50.4%
未既婚 未婚 34.4%

既婚 65.6%
子ども なし 40.8%

あり 59.2%
年代 20歳代 11.8%

30歳代 22.3%
40歳代 26.8%
50歳代 22.3%
60歳以上 16.8%  N＝184,193

総数 平均
標準
偏差

最小 最大 人口比

区 197 73,093 371 291 47 2,452 0.198%
市 656 92,167 140 177 30 1,351 0.121%
町村 134 5,548 41 19 30 107 0.153%
合計 987 170,808 173 221 30 2,452 0.147%

人口比は区分毎の回答者合計/人口合計

回答者
自治
体数

区分
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人口データは総務省の住民基本台帳に基づく人口の平成

28年(2016年)1月1日現在のもの16)と平成31年(2019年)1

月1日の市区町村別データ 17)を用い、その差分を人口増減

とする。3 年間の差を分析に用いるのは小規模自治体等で

は人口増減が年度毎に異なるのを平準化するためである。 
3.2 居住満足度の因子分析 

住みここちデータは全部で55項目の設問があるが、これ

をそのまま分析に使用するのは不適当であるため、因子分

析を行い抽出された因子を分析に使用する。 

因子分析はScreeplotから因子数を8として最尤法・斜

交(プロマックス)回転を用いている。その因子を説明変数

に、総合的な居住満足度を目的変数にした順序プロビット

分析を行い因子の影響を分析する。 

3.3 居住満足度と人口増減との関係分析 

居住満足度と自治体毎の人口増減の分析では、できるだ

け因果関係を明確にするために、居住満足度の調査時点を

人口増減の時点よりも古くすることが望ましいが、今回の

住みここちデータが2019年のものであり人口データと同 

表-3 居住満足度の因子分析の結果 

1) 飲食店の充実度 0.797 -0.082 0.078 -0.090 0.039 0.008 0.014 0.014
2) 衣料品・雑貨やカフェ等のショップの充実度 0.749 -0.025 -0.132 -0.074 0.198 0.054 0.024 0.039
3) ファミレス、コンビニ等の充実度 0.706 0.036 0.073 0.046 -0.151 0.039 -0.023 -0.029

4) 美容院・クリーニング店、酒屋、書店等の充実度 0.670 0.128 0.042 0.007 -0.099 0.070 -0.062 -0.019

5) スーパー・量販店等の充実度 0.656 0.013 0.031 0.093 -0.167 0.103 0.054 -0.065
6) デパート等の大規模商業施設の充実度 0.631 -0.066 -0.200 0.114 0.212 0.022 0.059 0.030
7) 商店街の充実度 0.580 -0.073 0.076 -0.077 0.224 -0.055 0.118 -0.028
8) 映画館・劇場等の娯楽施設の充実度 0.543 0.001 -0.189 0.063 0.237 -0.031 0.065 0.061
9) バーや居酒屋、スナックなど飲み屋の充実度 0.508 -0.012 0.145 -0.081 0.083 -0.062 0.019 0.063
10) 深夜営業の店の充実度 0.498 -0.015 0.108 0.003 0.074 -0.041 0.045 0.009
11) 郵便局や銀行(ATM)等の充実度 0.454 0.148 0.090 0.131 -0.136 0.093 -0.067 -0.015
12) フィットネスクラブ等のスポーツ施設の充実度 0.395 0.295 -0.056 0.011 0.112 -0.068 -0.002 0.022
13) 病院等の医療機関の充実度 0.393 0.300 0.002 0.150 -0.040 0.007 -0.049 -0.053
14) 賑わい 0.359 -0.068 0.259 0.007 0.329 -0.048 0.015 -0.038
15) カルチャースクール・習い事施設の充実度 0.352 0.358 -0.054 -0.053 0.201 -0.112 -0.033 0.014
1) 公立保育園や認証保育園、児童館等の施設の充実度 0.048 0.661 -0.004 -0.027 -0.034 -0.054 0.014 0.032
2) 小中学校や塾の教育の充実度 0.111 0.571 0.050 0.011 0.044 0.004 -0.110 -0.021
3) 子供の医療費無料等の行政サービスの充実度 -0.034 0.557 0.049 -0.010 -0.014 -0.091 0.082 0.007
4) 介護施設やデイサービス等の施設の充実度 0.065 0.506 0.034 -0.006 -0.044 -0.033 0.087 0.053
5) 介護保険料が安い等の行政サービスの充実度 0.018 0.448 -0.022 -0.063 0.120 -0.121 0.260 -0.003
6) 図書館・公営プール・体育館等の公共施設の充実度 0.278 0.439 -0.022 0.031 -0.014 -0.027 -0.023 0.077
7) 公園や緑地・緑道等の充実度 0.136 0.266 0.050 0.051 0.075 0.189 -0.051 0.120
8) ゴミ収集の頻度の高さ・粗大ゴミ収集の簡単さ 0.087 0.180 0.139 0.154 -0.040 0.122 0.039 -0.048
1) 気取らない親しみやすさ 0.027 -0.052 0.571 0.057 -0.095 0.182 0.071 0.032
2) 地元出身でない人のなじみやすさ 0.056 0.022 0.508 -0.023 0.098 0.073 0.037 -0.012
3) 地域の繋がり -0.030 0.170 0.450 -0.078 0.041 0.071 0.066 0.125
4) 近所付き合いなどが煩わしくないこと 0.053 -0.047 0.443 0.072 0.067 0.152 0.002 -0.064
5) 地域のイベントやお祭りなど 0.095 0.207 0.356 -0.035 0.054 -0.013 -0.001 0.180
1) 幹線道路へのアクセスの良さ 0.114 0.011 -0.043 0.664 -0.019 0.013 -0.010 0.029
2) 都心へのアクセスの良さ 0.233 -0.105 0.087 0.564 0.168 -0.100 -0.052 -0.070
3) 高速道路へのアクセスの良さ 0.074 0.070 -0.062 0.537 -0.071 0.030 -0.001 0.082
4) ランドマークや話題のスポットへの近さ 0.259 -0.107 0.011 0.351 0.340 -0.127 0.035 0.086
5) あなたの勤務先・通学先へのアクセスの良さ 0.101 0.011 0.120 0.344 -0.003 0.001 0.022 0.016
6) ゴミ焼却場や産業廃棄物処理場等がないこと 0.012 0.144 0.156 0.165 0.042 0.157 -0.014 -0.075
1) おしゃれ・洗練さ 0.324 -0.030 -0.013 -0.046 0.605 0.135 -0.110 0.047
2) 高級感・ステータス 0.203 0.015 -0.018 0.003 0.622 0.139 -0.129 0.037
3) 人口増加や再開発などの将来的な街の発展性 0.244 0.113 0.090 0.040 0.366 -0.087 0.066 -0.101

4) 歩いて生活する良さ、歩行者への優しさ 0.195 0.044 0.142 0.098 0.195 0.107 0.027 -0.056
1) 閑静さ 0.006 -0.154 0.030 -0.010 0.046 0.789 0.011 0.077
2) 騒音や騒々しさのなさ 0.020 -0.149 0.026 -0.029 0.010 0.781 0.045 0.063
3) 治安の良さ 0.004 0.001 0.113 0.000 0.102 0.591 -0.059 0.030
4) 密集地火災の心配のなさ -0.003 0.156 -0.079 -0.058 0.090 0.394 0.133 0.001
5) 町並みの綺麗さ 0.137 0.045 0.094 -0.052 0.330 0.385 -0.087 0.093
6) 津波の心配のなさ 0.008 0.170 -0.069 0.014 0.004 0.373 -0.033 -0.173
7) 地盤の心配のなさ 0.048 0.183 -0.059 -0.031 0.120 0.355 0.038 -0.114
8) 道路の混雑度合い -0.085 0.037 0.018 0.055 0.010 0.294 0.251 0.067
9) パチンコ屋やギャンブル施設がないこと -0.163 0.049 0.029 0.037 0.213 0.278 -0.005 -0.006
1) 家賃や不動産価格の安さ -0.008 0.006 0.024 -0.023 -0.092 0.086 0.637 0.013
2) 物価の安さ 0.143 -0.011 0.116 -0.024 -0.168 0.040 0.588 -0.019
3) 電車・バスの混雑度合い 0.037 0.058 -0.019 0.154 -0.024 0.183 0.217 0.093
4) 不動産の資産価値の高さ、値下がりしにくさ 0.068 0.139 0.061 0.083 0.289 -0.025 0.167 -0.085
1) 海や川、山などの自然の充実度 -0.047 0.051 0.006 -0.079 -0.073 0.398 0.062 0.438
2) 有名観光地や景勝地などの充実度 0.172 -0.002 -0.004 0.082 0.302 0.045 -0.003 0.402
3) 歴史、伝統 0.016 0.129 0.233 0.071 0.067 0.123 -0.078 0.342

N=184,193・因子負荷量0.3以上をボールド。どの因子に対しても因子負荷量0.3未満は背景グレー
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自然観光
因子

①生活利
便性
因子

②行政
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③親しみ
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⑤イメージ
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治安
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⑦物価
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④交通利
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時期になってため分析結果は相関関係を示したものとなっ

ている。 

分析はまず、自治体の人口増減率と総合的な居住満足度

の平均値との散布図を作成し相関係数を算出する。次に人

口増減率を目的変数とし総合居住満足度を説明変数とした

単回帰分析から関係を確認する。次に、人口増減率を目的

変数とし8つの居住満足度因子を説明変数とした重回帰分

析から関係を確認する(5)。 

４．分析結果および考察 

4.1 居住満足度の因子分析 

表-3は、住みここちデータを用いて因子分析を行った結

果である。抽出された8つの因子は、それぞれ「生活利便

性」「行政サービス」「親しみやすさ」「交通利便性」「イメ

ージ」「静かさ治安」「物価家賃」「自然観光」と名付けた。 

設問には、「近所付き合い」「おしゃれ・洗練さ」といっ

た主観的側面の強い項目もあるが、「飲食店の充実度」など

ある程度回答者が似たような判断ができると思われる設問

も多く、商業施設数や公共施設数を数だけではなくその内

容も加味できるものとなっている。 

抽出された因子を先行研究のものを比較すると、先行研

究に類似するものとして、「静かさ治安」（先行研究では「安

心安全満足」「安全安心」）、「生活利便性」「交通利便性」（先

行研究では「利便性満足」）、「自然観光」（先行研究では「伝

統的価値観」「自然」）、「行政サービス」（先行研究では「フ

ァミリータイプ居住」「教育環境満足」「子育て」）、「イメー

ジ」（先行研究では「イメージ満足」「文化活性度」）、「親し

みやすさ」（先行研究では「人間関係」）といったものがあ

る。 

表-4は、総合居住満足度と8因子の順序プロビット分析

の結果である(6)。総合居住満足度と正の関係にある因子は、

「親しみやすさ」「静かさ治安」「生活利便性」「交通利便性」

「イメージ」であり、「自然観光」の影響はほぼない。注目

されるのは、「物価家賃」「行政サービス」と総合満足度が

比較的高い負の関係にあることである(7)。 

表-4 総合居住満足度と8因子の順序プロビット分析結果 

変数名 回帰係数 標準誤差 z値
親しみやすさ因子 0.53 0.01 92.50 *** 0.00
静かさ治安因子 0.45 0.00 96.10 *** 0.00
生活利便性因子 0.39 0.01 76.61 *** 0.00
交通利便性因子 0.31 0.01 55.75 *** 0.00
イメージ因子 0.20 0.00 48.91 *** 0.00
自然観光因子 -0.01 0.00 -3.53 *** 0.00
物価家賃因子 -0.12 0.00 -24.50 *** 0.00
行政サービス因子 -0.12 0.01 -17.92 *** 0.00
cut point 1 -3.07 0.01
cut point 2 -1.85 0.01
cut point 3 -0.43 0.00
cut point 4 1.97 0.01

p値

N=184,193 ***:1％有意

4.2 居住満足度と人口増減との関係 

分析対象とした987自治体の人口・人口増減率・居住満

足度の記述統計量は表-5の通りである。自治体人口の最小

は8,624名となっており、人口1万人未満の自治体数は1

のみだが、5万人未満の自治体数は303ある。 

表-5 分析対象自治体に関する記述統計量 

図-1は自治体の2016年から2019年の人口増減率と居住

満足度の偏差値の散布図である。図からは人口増減率と居

住満足度の偏差値の正の相関がきれいに見て取れ、相関係

数は0.716となっている。 

表-6は、人口増減率を目的変数に、自治体毎の居住満足

度(偏差値ではなく5段階尺度)の平均値をを説明変数に用

いた単回帰分析の結果である。自由度修正済み決定係数は

0.5122とあまり高くはないが、自治体の居住満足度が人口

増減に影響を与えている可能性が示唆されている。 

図-1 自治体人口増減率と居住満足度偏差値の散布図 

表-6 人口増減率と居住満足度の単回帰分析の結果 

表-7は、人口増減率と居住満足度8因子の自治体毎の平

均値との重回帰分析の結果である(6)。居住満足度因子では、

「イメージ」「親しみやすさ」「生活利便性」が人口増減率

と正の関係があり、「静かさ治安」「自然観光」は負の関係

がある。また、「交通利便性」「行政サービス」の2因子は

人口増減率と有意な関係がない。自由度修正済み決定係数

は0.6611と比較的良好な結果となっている。 

項目 自治体数 平均 標準偏差 最小 最大
2019年人口 987 118,062 113,496 8,624 908,907
人口増減率 987 -0.95% 2.61% -7.12% 13.64%
居住満足度 987 0.45 0.28 -0.42 1.07

y = 0.0019x - 0.1028

R² = 0.5127

相関係数=0.716
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自治体居住満足度偏差値

変数名 回帰係数 標準誤差 t値
居住満足度 0.07 0.00 32.19 *** 0.00
定数項 -0.04 0.00 -35.91 *** 0.00

p値

N=987 修正済み決定係数:0.5122 ***:1％有意
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表-7 人口増減率と居住満足度8因子の重回帰分析の結果 

変数名 回帰係数 標準誤差 t値
イメージ因子 0.03 0.00 10.97 *** 0.00
親しみやすさ因子 0.02 0.00 4.74 *** 0.00
生活利便性因子 0.01 0.00 1.88 * 0.06
物価家賃因子 0.00 0.00 1.44 0.15
交通利便性因子 0.00 0.00 0.49 0.62
行政サービス因子 0.00 0.00 -0.23 0.82
静かさ治安因子 -0.01 0.00 -4.01 *** 0.00
自然観光因子 -0.02 0.00 -10.68 *** 0.00
定数項 0.00 0.00 5.36 *** 0.00
N=987 修正済み決定係数:0.6611 ***:1％有意 *:10％有意

p値

4.3 考察 

分析結果からは、自治体の人口増減には住民が感じてい

る居住満足度が一定の影響を与えている可能性が示されて

いるが、居住満足度を構成する因子によってその影響は異

なる。 

注目すべきなのは、「行政サービス」因子が総合的な居住

満足度と負の関係にあり、人口増減率との関係も有意でな

いことである。これは一見、直感に反するように感じるが、

例えば医療や介護、生活保護等の行政サービスの高さを求

める比較的低所得の住民が増えるといったことが影響して

いる可能性がある。しかし、行政サービスの全てが総合的

な居住満足度・人口増減率と負の関係にはあるとは限らず、

本研究では行政サービスを因子として扱っているため、個

別の行政サービスについての影響を分析する必要がある(8)。 

また、「静かさ治安因子」は総合的な居住満足度と正の関

係にあるが、人口増減率との関係は負の関係となっている。

これは、「静かさ治安因子」が都市部でも人口減少地域でも

居住満足度にはプラスに働くが、人口増減に対しては、都

市部ではプラスに働くが人口減少地域では、人口減少がよ

り静かで治安の良い状況を作り出す、という異なった構造

になっていることが考えられる。そうした相反する影響が

全体としては人口増減と負の関係となっている可能性があ

る。このため「静かさ治安因子」が人口増減に与える影響

については、慎重な判断が必要で、都市区分で層別化して

分析を行うといったことが必要である。 

同様に「自然観光因子」についても、人口減少と直接の

関係があるわけではなく、観光資源として住民に認知され

やすい景勝地などが地方の人口減少地域に多いということ

が影響している可能性もある。 

「交通利便性」については、居住満足度とは正の関係が

あるものの、人口増加との関係が有意ではないのは、都市

部では公共交通機関の利用率が高く交通利便性の地域差が

あっても、郊外や地方では自動車が主要交通手段であり地

域差が出にくいことが、要因として考えられる。 

５．結論および今後の課題と発展性 

本研究で得られた成果は以下の通りである。 

1) 自治体の居住満足度には 8 つの因子があり、居住満足

度と「親しみやすさ」「静かさ治安」「生活利便性」「交

通利便性」「イメージ」は正の関係があり、「物価家賃」

「行政サービス」は負の関係がある。「自然観光」はほ

どんと関係がない。 

2) 自治体の人口増減と居住満足度には 0.716 という高い

相関係数が得られた。

3) 人口増減と居住満足度の因子の関係では「イメージ」

「親しみやすさ」「生活利便性」は正の、「静かさ治安」

「自然観光」は負の関係があり、「物価家賃」「交通利

便性」「行政サービス」は有意な関係がない。

これらの結果から、自治体が人口を増やすためのシティ

プロモーションとして自然の豊さや物価の安さを訴求する

ことや、移住者への金銭的支援等を含む行政サービスを充

実させるといったことは、必ずしも人口増加に効果的な施

策とはならない可能性が示唆されている。 

また、人口増減は他自治体との競争であり、自治体の住

民からの評価を他自治体と比較できる形で把握することが

必要であることを示している(9)。 

こうした本研究の結果は、自治体が直面している人口減

少という課題に対して、居住満足度の因子評価を用いた新

たな自治体プロモーション手法の開発や、人口増加に繋が

るような居住満足度向上の政策を検討するうえで、有効な

基礎情報になると考えられる(10)。 

今後の課題としては、本研究では分析対象としなかった

回答者 30 名未満の自治体の回答者数を確保し分析対象と

なる自治体を拡大することや、街への愛着といった心理的

設問項目の拡大による分析軸の拡大、非居住者からの評価

と住民評価の違いを分析するといったことがある。 

また、「行政サービス」「静かさ治安」「自然観光」「物価

家賃」については各因子を構成する設問の個別の影響を分

析すること、都市区分による層別化を行い因子の分析する

ことといったことも課題にあげられる。 

さらに、人口増加の要因を社会移動と出生率とも大きく

関係する自然増に分解して分析を行うことも課題に挙げら

れる。 

今後の発展性としては、居住満足度と人口増加に関係し

ている可能性がある住宅供給、住宅供給と人口増減率の関

係についての分析を行うことが考えられる。また住みここ

ち調査を継続して実施することで、時系列の変化を分析す

ることや、人口増減率と時間をずらした分析を行うことで

因果関係を明かにできる可能性もある。 

<補注> 
(1) 人口動態については、森田朗(監修)国立社会保障・人口問題

研究所(偏)(2017)「日本の人口動向とこれからの社会-人口
潮流が変える日本と世界」東京大学出版会などを参照。

(2) 住民基本台帳の都道府県別人口増減を見ても、自然増してい
るのは沖縄県だけで、自然減を社会増で上回っているのは、
埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県・愛知県・滋賀県・福岡
県のみである。

(3) 自治体毎の回答者数は自治体人口に比例しているわけでは
なく、大都市圏のほうが多くなっている。

(4) 政令市の区も自治体とカウントしている。また、30 名以上
の回答者数が得られた自治体を分析対象にしたのは、一般的
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にサンプル数が30を超えてくれば、中心極限定理がほぼ当
てはまり、標本平均は正規分布に近似するとされているため
である。地域の評価に対して、宗健(2019)15)では、年齢・性
別・年収等の影響は比較的小さいという結果が報告されてい
ることから、回答者数の属性の違いによる誤差は比較的小さ
いと考えることができ、回答者数30名以上の自治体を対象
に分析を行うことの問題に大きな問題はないと考えられる。 

(5) 高齢化率も説明変数に入れることを検討したが、高齢化とい
う現象自体が、若年層の流出によって人口減少と同時に起き
ており、人口減少とは因果関係ではなく若年層の流出という
共通の要因による疑似相関であると考えられることから、説
明変数には含めなかった。なお、説明変数に入れると自由度
修正済み決定係数は0.8134と高い値が得られた。また地域
毎の個人属性の差を表す変数として個人年収を入れてみた
が、ほとんど影響はなかった。

(6) 表-4および表7で使用した因子の変数には、表-3で示した
各因子の因子得点を使用している。

(7) 同じモデルで重回帰分析を実行した場合の自由度修正済み
決定係数は0.5147となっている。また、北見(2018)でも、
自然因子は総合満足度と負の関係にあり、安全安心と文化活
性度は正の関係にあるなど本研究と同様の傾向が見て取れ
る。

(8) 北見(2018)では子育て因子は総合満足度と正の関係がある
ことが示されており、行政サービスをどのように分解するか
によって居住満足度のとの関係が変化する可能性がある。

(9) 多くの自治体で住民に対する意識調査は行われているが、ほ
とんどの調査は該当自治体の住民のみを対象としており、周
辺自治体を含めて比較ができるようには設計されていない。 

(10) 本研究で使用した「住みここちデータ」のプレスリリースに
は、「各自治体には詳細データの提供が可能です。ご希望の
場合はお問い合わせ下さい」と記載されており、各自治体は
他自治体と比較可能なデータが入手できる。
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